
重層的支援体制整備事業

令和６年１月２６日（金）午前１０時～
地域福祉計画推進委員会

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
私からは、重層的支援体制整備事業を考えていくにあたって、忘れてはいけない「地域共生社会」についてと、本日のテーマであります「重層的支援体制整備」についてご説明させていただきます。皆さんにとって、「地域共生社会」という言葉は、なんとなく聞きなれた言葉かと思いますが、「重層的支援体制整備事業」という言葉はあまり聞きなれない言葉かと思います。今日は、「重層的支援体制整備事業」という言葉を聞きなれた言葉にしていただいて、なんとなくでいいので、この事業がどういう事業なのか、なんのための事業なのか知っていただけたらと思っています。
それでは、説明に入らせていただきます。
資料は、本日配布させていただいている「重層的支援体制整備事業とは」と記載されているスライドが載っている資料をご覧ください。



地域共生社会とは…？

制度・分野ごとの「縦割り」や

「支え手」「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が参画し、

人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を

ともに創っていく社会

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
では、まず「地域共生社会」とは…？というスライドをご覧ください。
まず資料を読ませていただきますが、
地域共生社会とは、
制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源とが世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会です。この言葉だけだと、よくわからないと思いますので、まずは、この「地域共生社会」を目指していこうとなった背景と、地域共生社会を考えていくための大切な視点についてご説明しさせていただきます。
資料を１ページめくっていただいて、地域共生社会が求められる背景というスライドをご覧ください。



地域共生社会が求められる背景

日本では、高齢者、障がい者、子どもなどの対象者ごとに、公的な支
援制度が整備され、質量ともに公的支援の充実が図られてきました。

近年、介護と育児に同時に直面する世帯（いわゆる「ダブルケア」）
や、障がいを持つ子と要介護の親の世帯など、個人や世帯単位で複数
分野の課題を抱える世帯が増えてきており、対象者ごとに『縦割り』
で整備された公的な支援制度の下で、対応が困難なケースが浮き彫り
となってきています。

日常の様々な場面における「つながり」の弱まりを背景に「社会的孤
立」の問題をはじめ、制度が対象としないような身近な生活課題への
支援の必要性の高まりといった課題や、軽度の認知症や精神障害が疑
われ様々な問題を抱えているが公的支援制度の受給要件を満たさない
「制度の狭間」などの課題が表面化しています。

これまで…

しかし…

また…

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これまで、日本では、高齢者、障がい者、子どもなどの対象者ごとに、公的な支援制度が整備され、質量ともに公的支援の充実が図られてきました。
例えば、高齢者に対しては老人福祉法や介護保険法といった、高齢者に関する法律が制定されていたり、障がい者に対しては障害者基本法などの様々な法律が制定されています。また、各分野において、介護保険サービスや障がい福祉サービスの提供があったり、地域包括支援センターや障害者相談センターなどの相談機関が設置されています。

しかし、近年は、介護や育児に同時に直面する世帯や、障がいを持つ子どもと要介護状態の親の介護をしている世帯など、個人や世帯単位で複数分野の課題を抱える世帯が増えてきており、対象者ごとに「縦割り」で整備された公的支援制度のもとで、対応が困難なケースが浮き彫りになってきています。	

また、日常の様々な場面における「つながり」の弱まりを背景に「社会的孤立」の問題をはじめ、制度が対象としないような身近な生活課題への支援の必要性の高まりといった課題や、軽度の認知症や精神障害が疑われ様々な問題を抱えているが公的支援制度の受給要件を満たさない「制度のはざま」などの課題が表面化しています。

このように、現在では、分野ごとの相談対応では課題の解決が難しいケースが増えていたり、なんらかの支援につなげたくても、公的支援制度では支援が難しいといったケースが増えてきています。印西市においても、このようなケースはかなり増えてきておりまして、関係機関のさらなる連携や地域の方による見守りやちょっとした生活の支援など、制度の枠にとらわれない支援の必要性が増してきていると感じています。そのため、最初の「地域共生社会とは…？」というスライドで説明させていただたような社会を創っていく必要が出てきたということになります。

次のスライドをご覧ください。



地域共生社会が求められる背景

①制度・分野ごとの「縦割り」を超える

１人の人、１つの世帯が複数の課題を抱えている場合、分野ごとの課題を
捉えるだけではなく、その世帯まるごと、あるいはその人を取り巻く
コミュニティも含めた生活全体の支援を考えていこう！

②「支え手」「受け手」という関係を超える

「支え手」「受け手」の関係性を超え、支えあう関係性を作っていこう！

③世代や分野を超えてつながる

地域は、高齢者、障がい者、子どもといった世代や背景が異なる人々が集い、
ともに参加できる場であり、新たな繋がりが可能性を秘めています。そうした
地域の可能性を最大限に活かし、世代や分野を超えて多様な主体を繋げていく
ことで、地域を再生していこう！

そのため… ～こんな視点が求めれています～

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
では、最初に説明させていただいた「地域共生社会」について、どのような視点が必要なのか、最初の説明文を分解してご説明させていただきます…

まず①制度・分野ごとの「縦割り」を超えるですが、
１人の人、１つの世帯が複数の課題を抱えている場合、分野ごとの課題を捉えるだけではなく、その世帯まるごと、あるいはその人を取り巻くコミュニティを含めた生活全体の支援を考えていくことが必要です。縦割りだった公的な支援も含め、制度や分野にとらわれずに、世帯・本人に対して包括的な支援をしていこうというのが１つ目の大事な視点です。

続いて②「支え手」「受け手」という関係性を超えるですが、ちょっとこれはわかりづらいかもしれません。皆さんは、誰かを支えているつもりが、実は自分も相手の存在に支えられていたたと感じたことはありませんか？公的な制度では「支え手」「受け手」という役割がはっきりと区分されていることが多いと思います。具体的には、サービスを利用する人とサービスを提供する人といった、それぞれの役割がはっきりしていると思います。しかし、日常の暮らしに目を向けた時に、お互いの役割や人と人との関係性は固定化されていません。ある場面では支えられている人かもしれないけど、他の場面では実は誰かを支えていたということもあるかもしれません。あまりわかりやすい例えではないかもしれませんが、ボランティア活動で誰かの支援をしていた時に、逆にそのボランティア活動が自分の居場所になったりほっとできる場所になったり…そんな他者との関わりの中で、認められている・役に立っているなどと感じ、自分の存在意義を確かめることで、生きる力につながるかもしれません。そうした好循環を生み出すためにも「支え手」「受け手」の関係性を超え、支えあう関係性をつくっていこうというのが２つ目の大事な視点です。

最後③世代や分野を超えてつながるですが、地域は、高齢者、障がい者、子どもといった世代や背景が異なる人々が集い、ともに参加できる場であり、新たな繋がりを生み出す可能性を秘めています。そうした地域の可能性を最大限に活かし、世代や分野を超えて多様な主体を繋げていくことで、地域を再生していこうというのが３つ目の大事な視点です。

これまで、地域共生社会を目指すための大切な３つの視点をご説明しましたが、制度に人を合わせるのではなく、人の「暮らし」を中心に置き、これまでの枠組みや考え方を超えて「つながっていく」とこが、地域共生社会に取り組む鍵となるのではないかと思います。

地域共生社会について、いろいろとご説明させていただきましたが、改めて地域共生社会とは…地域住民や地域の多様な主体が分野や属性の壁を越えてつながり、誰もが支えあう社会、そんな社会ではないかと思います。

では、資料の次のページをご覧ください。



高齢者、障がい者、子どもなど分野ごとに行われていた
既存の相談支援や地域づくり支援の取り組みを活かし、

分野別の支援体制では対応しきれないような
「複雑化・複合化した支援ニーズ」に対応する

包括的な支援体制を構築するための事業

「地域共生社会」の実現を目指すための事業！

「地域共生社会」を実現するための手段！

重層的支援体制整備事業とは…？

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここからは「重層的支援体制整備事業」について、簡単にご説明させていただきます。まず、この事業は社会福祉法の改正により、令和３年度から始まった事業です。

では、重層的支援体制整備事業とは、高齢者、障がい者、子どもなど分野ごとに行われていた既存の相談支援や地域づくり支援の取り組みを活かし、分野ごとの支援体制では対応しきれないような「複雑化・複合化した支援ニーズ」に対応する包括的な支援体制を構築するための事業です。

つまり、現在、分野ごとに整備されている制度や事業などを活かし、本人や家族、専門職や地域住民が繋がり、みんなで支えあえるような体制を創っていこうという事業です。
これは、先ほどご説明した「地域共生社会」を実現するために取り組む事業であり、１つの手段になります。

では、実際の事業内容はどのようなものなのか、次のスライドでご説明させていただきます。



重層的支援体制整備事業の３つの柱

①包括的相談支援事業（社会福祉法第１０６条の４第２項第１号）

→本人や世帯の属性を問わず、包括的に相談を受け止め、支援関係機関全体で支援を進める。

＋他機関協働事業

→課題が複雑化した相談に対し、支援機関の役割や関係性の調整

＋アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

→必要な支援が届いていない方とのつながりづくりに向けた支援を

②参加支援事業（社会福祉法第１０６条の４第２項第２号）

→本人や世帯の状況に合わせて、地域資源を活かしながら社会をの繋がりを回復する。

③地域づくり事業（社会福祉法第１０６条の４第２項第３号）

→地域における多世代の交流や多様な活躍の場を確保する環境整備を行う。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
重層的支援体制整備事業には大きく分けて①包括的相談支援事業②参加支援事業③地域づくり事業の３つの事業があり、加えてこの事業を進めていくために他機関協働事業とアウトリーチ等を通じた継続的支援事業の２つの事業があります。

では、それぞれの事業について、ご説明させていただきます。
まず①包括的相談支援事業では、高齢者、障がい者、子どもなど分野ごとの支援機関において、相談者の属性に関わらず相談を受け止め、相談者の課題を整理し、利用可能な福祉サービス等の情報提供等を行います。受け止めた相談のうち、単独の相談支援機関では解決が難しいケースに対しては、他の支援機関と連携を図っていきます。
①の下に記載してある他機関協働事業は、支援の進捗状況等を把握したり、単独の支援機関だけでは対応が難しいケースについて、調整役となり、支援機関の役割分担や支援の方向性の決定などを行います。また、その下のアウトリーチ等を通じた継続的支援事業とは、支援が必要な状態であるにも関わらず支援が届いていない人などに関する情報収集を行います。情報を得た場合には、本人に時間をかけて働きかけを行い、関係性をつくることを目指します。①の下の２つの事業については、包括的相談支援事業を進めていくうえで、関連する事業となっています。

続いて、②参加支援事業では、既存の社会参加に向けた事業では対応できない本人やその世帯が抱える課題などを整理し、地域の社会資源などとのマッチングを行います。また、既存の社会資源に働きかけたり、既存の社会資源の拡充を図るとともに、マッチングした後に本人の状況や希望に沿った支援ができているのかフォローアップ等を行い、本人やその世帯と社会との繋がりづくりに向けた支援を行います。

最後に、③地域づくり事業では、地域資源を幅広く把握した上で、世代や属性を超えて住民同士が交流できる多様な場や居場所を整備します。交流や参加・学びの機会を生み出すために個別の活動や人をコーディネートすること等によって、多様な地域活動が生まれやすい環境整備を行います。

以上が、重層的支援体制整備事業のざっくりとした説明になりますが、この事業は新しく何かを始める事業というよりは、既存の相談事業であったり地域づくりに向けた取り組みなど、すでにあるものを活かして進めていく事業です。印西市では、この事業について検討を始めた段階でありますが、本日の会議で出たご意見などを参考に、「地域共生社会」の実現に向けた検討を進めていきたいと考えております。説明は以上です。
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